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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　制御フィールドを有する第１のフレームを受信することであって、前記第１のフレーム
は、前記制御フィールドと第２のフレームとを備えるラッパーフレームであることと、
　前記制御フィールドに少なくとも部分的に基づいて前記制御フィールドが超高スループ
ット、つまりＶＨＴ、制御フィールドを備えるか又は高スループット、つまりＨＴ、制御
フィールドを備えるかを決定することと、
　前記決定されたタイプに基づいて前記制御フィールドを処理することと、
　前記制御フィールド内のビットを評価することと、
　前記ビットが第１の値を有するかどうかに応じて、前記第２のフレームが、超高スルー
プット、つまりＶＨＴ、制御フレーム又は高スループット、つまりＨＴ、制御フレームで
あると決定することと、
　前記決定されたタイプに基づいて前記第２のフレームを処理することと、
を備える、ＩＥＥＥ８０２．１１通信規格による無線通信方法。
【請求項２】
　前記制御フレームは、継続時間フィールド、アドレスフィールド、搬送されるフレーム
制御、又はＦＣＳフィールドのうちの少なくとも１つをさらに備える請求項１に記載の方
法。
【請求項３】
　前記ラッパーフレームは、前記制御フィールドの予約されたサブフィールドに対応する
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前記制御フィールドの場所内において１つ以上のビットを備える請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記場所は、前記制御フィールド内の第１、第２１又は第２２のビットのうちの少なく
とも１つと前記制御フィールド内の第２６乃至第３０のビットのうちのいずれかと、を備
える請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　前記ラッパーフレームは、物理層プロトコルデータユニット（ＰＰＤＵ）で受信される
請求項３に記載の方法。
【請求項６】
　前記制御フィールドは、リンク適合化制御サブフィールド、予約されたサブフィールド
、ＡＣ制約サブフィールド、又はＲＤＧサブフィールドのうちの少なくとも１つを備える
ＶＨＴ制御フィールドを備える請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記リンク適合化制御サブフィールドは、１６ビットを備え、前記予約されたサブフィ
ールドは、１４ビットを備え、前記ＡＣ制約サブフィールドは、１ビットを備え、前記Ｒ
ＤＧサブフィールドは、１ビットを備える請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　前記第１のフレームは、前記制御フィールドと異なるフレーム制御サブフィールドを備
え、前記フレーム制御サブフィールドに基づいて前記第１のフレームはＶＨＴラッパーを
備えると決定することをさらに備える請求項１に記載の方法。
【請求項９】
　前記第１のフレームは、前記第１のフレームがラッパーフレームであることを示すタイ
プフィールドを備える請求項１に記載の方法。
【請求項１０】
　前記第１のフレームは、前記第１のフレームが制御フレームのためのラッパーであるこ
とを示すサブタイプフィールドを備える請求項１に記載の方法。
【請求項１１】
　制御フィールドを有する第１のフレームを受信するように構成された受信機であって、
前記第１のフレームは、前記制御フィールドと第２のフレームとを備えるラッパーフレー
ムである受信機と、
　前記制御フィールドに少なくとも部分的に基づいて前記制御フィールドが超高スループ
ット、つまりＶＨＴ、制御フィールドを備えるか又は高スループット、つまりＨＴ、制御
フィールドを備えるかを決定し、
　前記決定されたタイプに基づいて前記制御フィールドを処理し、
　前記制御フィールド内のビットを評価し、
　前記ビットが第１の値を有するかどうかに応じて、前記第２のフレームが、超高スルー
プット、つまりＶＨＴ、制御フレーム又は高スループット、つまりＨＴ、制御フレームで
あると決定し、
　前記決定されたタイプに基づいて前記第２のフレームを処理するように構成された処理
システムと、を備える、ＩＥＥＥ８０２．１１通信規格による無線通信のための装置。
【請求項１２】
　前記制御フレームは、継続時間フィールド、アドレスフィールド、搬送されるフレーム
制御、又はＦＣＳフィールドのうちの少なくとも１つをさらに備える請求項１１に記載の
装置。
【請求項１３】
　前記ラッパーフレームは、前記制御フィールドの予約されたサブフィールドに対応する
前記制御フィールドの場所内において１つ以上のビットを備える請求項１１に記載の装置
。
【請求項１４】
　前記場所は、前記制御フィールド内の第１、第２１又は第２２のビットのうちの少なく
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とも１つと前記制御フィールド内の第２６乃至第３０のビットのうちのいずれかと、を備
える請求項１３に記載の装置。
【請求項１５】
　前記ラッパーフレームは、物理層プロトコルデータユニット（ＰＰＤＵ）で受信される
請求項１３に記載の装置。
【請求項１６】
　前記制御フィールドは、リンク適合化制御サブフィールド、予約されたサブフィールド
、ＡＣ制約サブフィールド、又はＲＤＧサブフィールドのうちの少なくとも１つを備える
ＶＨＴ制御フィールドを備える請求項１１に記載の装置。
【請求項１７】
　前記リンク適合化制御サブフィールドは、１６ビットを備え、前記予約されたサブフィ
ールドは、１４ビットを備え、前記ＡＣ制約サブフィールドは、１ビットを備え、前記Ｒ
ＤＧサブフィールドは、１ビットを備える請求項１６に記載の装置。
【請求項１８】
　前記第１のフレームは、前記制御フィールドと異なるフレーム制御フィールドを備え、
前記フレーム制御フィールドに基づいて前記第１のフレームはＶＨＴラッパーを備えると
決定することをさらに備える請求項１１に記載の装置。
【請求項１９】
　前記第１のフレームは、前記第１のフレームがラッパーフレームであることを示すタイ
プフィールドを備える請求項１１に記載の装置。
【請求項２０】
　前記第１のフレームは、前記第１のフレームが制御フレームのためのラッパーであるこ
とを示すサブタイプフィールドを備える請求項１１に記載の装置。
【請求項２１】
　制御フィールドを有する第１のフレームを受信するための手段であって、前記第１のフ
レームは、前記制御フィールドと第２のフレームとを備えるラッパーフレームである手段
と、
　前記制御フィールドに少なくとも部分的に基づいて前記制御フィールドが超高スループ
ット、つまりＶＨＴ、制御フィールドを備えるか又は高スループット、つまりＨＴ、制御
フィールドを備えるかを決定するための手段と、
　前記決定されたタイプに基づいて前記制御フィールドを処理するための手段と、
　前記制御フィールド内のビットを評価するための手段と、
　前記ビットが第１の値を有するかどうかに応じて、前記第２のフレームが、超高スルー
プット、つまりＶＨＴ、制御フレーム又は高スループット、つまりＨＴ、制御フレームで
あると決定するための手段と、
　前記決定されたタイプに基づいて前記第２のフレームを処理するための手段と、を備え
る、ＩＥＥＥ８０２．１１通信規格による無線通信のための装置。
【請求項２２】
　前記制御フレームは、継続時間フィールド、アドレスフィールド、搬送されるフレーム
制御、又はＦＣＳフィールドのうちの少なくとも１つをさらに備える請求項２１に記載の
装置。
【請求項２３】
　前記ラッパーフレームは、前記制御フィールドの予約されたサブフィールドに対応する
前記制御フィールドの場所内において１つ以上のビットを備える請求項２１に記載の装置
。
【請求項２４】
　前記場所は、前記制御フィールド内の第１、第２１又は第２２のビットのうちの少なく
とも１つと前記制御フィールド内の第２６乃至第３０のビットのうちのいずれかと、を備
える請求項２３に記載の装置。
【請求項２５】
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　前記ラッパーフレームは、物理層プロトコルデータユニット（ＰＰＤＵ）で受信される
請求項２３に記載の装置。
【請求項２６】
　前記制御フィールドは、リンク適合化制御サブフィールド、予約されたサブフィールド
、ＡＣ制約サブフィールド、又はＲＤＧサブフィールドのうちの少なくとも１つを備える
ＶＨＴ制御フィールドを備える請求項２１に記載の装置。
【請求項２７】
　前記リンク適合化制御サブフィールドは、１６ビットを備え、前記予約されたサブフィ
ールドは、１４ビットを備え、前記ＡＣ制約サブフィールドは、１ビットを備え、前記Ｒ
ＤＧサブフィールドは、１ビットを備える請求項２６に記載の装置。
【請求項２８】
　前記第１のフレームは、前記制御フィールドと異なるフレーム制御サブフィールドを備
え、前記フレーム制御サブフィールドに基づいて前記第１のフレームはＶＨＴラッパーを
備えると決定するための手段をさらに備える請求項２１に記載の装置。
【請求項２９】
　前記第１のフレームは、前記第１のフレームがラッパーフレームであることを示すタイ
プフィールドを備える請求項２１に記載の装置。
【請求項３０】
　前記第１のフレームは、前記第１のフレームが制御フレームのためのラッパーであるこ
とを示すサブタイプフィールドを備える請求項２１に記載の装置。
【請求項３１】
　実行されたときに、
　制御フィールドを有する第１のフレームを受信し、前記第１のフレームは、前記制御フ
ィールドと第２のフレームとを備えるラッパーフレームであり、
　前記制御フィールドに少なくとも部分的に基づいて前記制御フィールドが超高スループ
ット、つまりＶＨＴ、制御フィールドを備えるか又は高スループット、つまりＨＴ、制御
フィールドを備えるかを決定し、
　前記決定されたタイプに基づいて前記制御フィールドを処理し、
　前記制御フィールド内のビットを評価し、
　前記ビットが第１の値を有するかどうかに応じて、前記第２のフレームが、超高スルー
プット、つまりＶＨＴ、制御フレーム又は高スループット、つまりＨＴ、制御フレームで
あると決定し、
　前記決定されたタイプに基づいて前記第２のフレームを処理することを装置に行わせる
命令を備える、ＩＥＥＥ８０２．１１通信規格によって無線で通信するためのコンピュー
タプログラム。
【請求項３２】
　アンテナと、
　制御フィールドを有する第１のフレームを、前記アンテナを介して、受信するように構
成された受信機であって、前記第１のフレームは、前記制御フィールドと第２のフレーム
とを備えるラッパーフレームである受信機と、
　前記制御フィールドに少なくとも部分的に基づいて前記制御フィールドが超高スループ
ット、つまりＶＨＴ、制御フィールドを備えるか又は高スループット、つまりＨＴ、制御
フィールドを備えるかを決定し、
　前記決定されたタイプに基づいて前記制御フィールドを処理し、
　前記制御フィールド内のビットを評価し、
　前記ビットが第１の値を有するかどうかに応じて、前記第２のフレームが、超高スルー
プット、つまりＶＨＴ、制御フレーム又は高スループット、つまりＨＴ、制御フレームで
あると決定し、
　前記決定されたタイプに基づいて前記第２のフレームを処理するように構成された処理
システムと、を備える、ＩＥＥＥ８０２．１１通信規格によって無線通信のためのユーザ
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端末。 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願の相互参照
　本出願は、引用によって各々の内容全体がここにおいて組み入れられている米国仮特許
出願第６１／３８７，５４２号（出願日：２０１０年９月２９日）、米国仮特許出願第６
１／３８９，４９５号（出願日：２０１０年１０月４日）、米国仮特許出願第６１／４０
５，２８３号（出願日：２０１０年１０月２１日）、米国仮特許出願第６１／４２２，０
９８号（出願日：２０１０年１２月１０日）、米国仮特許出願第６１／４３２，１１５号
（出願日：２０１１年１月１２日）、
米国仮特許出願第６１／４０５，１９４号（出願日：２０１０年１０月２０日）、及び米
国仮特許出願第６１／４０９，６４５号（出願日：２０１０年１１月３日）の利益を主張
するものである。
【０００２】
　本開示は、概して、無線通信システムに関するものである。
【背景技術】
【０００３】
　無線通信システムのために要求される帯域幅の増大化という課題に対処することを目的
として、複数のユーザ端末が高いデータスループットを達成させつつチャネルリソースを
共有することによって単一のアクセスポイントと通信するのを可能にするために異なる方
式が開発されるようになってきている。多入力多出力（ＭＩＭＯ）技術が、次世代通信シ
ステムのための人気のある技法として最近出現してきた１つの代表的な手法である。ＭＩ
ＭＯ技術は、幾つかの新興の無線通信規格、例えば、米国電気電子技術者学会（ＩＥＥＥ
）８０２．１１規格、において採用されている。ＩＥＥＥ８０２．１１は、短距離通信（
例えば、数十メートル乃至数百メートル）を担当するＩＥＥＥ８０２．１１委員会によっ
て策定された一組のワイヤレスローカルエリアネットワーク（ＷＬＡＮ）エアインタフェ
ース規格を表す。
【０００４】
　ＭＩＭＯシステムは、データ送信のために複数（ＮＴ）の送信アンテナ及び複数（ＮＲ
）の受信アンテナを採用する。ＮＴの送信アンテナ及びＮＲの受信アンテナによって形成
されるＭＩＭＯチャネルは、空間チャネルとも呼ばれるＮＳの独立したチャネルに分解す
ることができ、ここで、ＮＳ≦ｍｉｎ｛ＮＴ，ＮＲ｝である。ＮＳの独立したチャネルの
各々は、１つの次元に対応する。ＭＩＭＯシステムは、複数の送信アンテナ及び受信アン
テナによって形成された追加の次元が利用される場合に向上された性能（例えば、より高
いスループット及び／又はより高い信頼性）を提供することができる。
【０００５】
　単一のアクセスポイント（ＡＰ）及び複数のユーザ局（ＳＴＡ）を有する無線ネットワ
ークでは、アップリンク方向及びダウンリンク方向の両方において、異なる局へ向けての
複数のチャネルにおいて同時並行した送信が生じることができる。該システムには数多く
の難題が存在する。
【発明の概要】
【０００６】
　添付された請求項の適用範囲内のシステム、方法及びデバイスの様々な態様は、各々が
幾つかの態様を有しており、いずれの単一の態様も、ここにおいて説明される望ましい属
性を確保する役割を単独で果たしているわけではない。添付された請求項の適用範囲を限
定することなしに、幾つかの顕著な特徴がここにおいて説明される。人は、この説明を検
討後に、そして特に“発明を実施するための形態”という題名の部分を読んだ後に、様々
な態様の特徴がページチャネルのモニタリング、等を管理するためにどのように用いられ
るかを理解するであろう。
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【０００７】
　本開示の幾つかの態様は、無線通信方法を提供する。方法は、制御フィールドを有する
第１のフレームを受信することを備える。方法は、制御フィールドに少なくとも部分的に
基づいて制御フィールドが第１のタイプを備えるか又は第２のタイプを備えるかを決定す
ることを備える。方法は、決定されたタイプに基づいて制御フィールドを処理することを
備える。
【０００８】
　本開示の幾つか態様は、無線通信のための装置を提供する。装置は、制御フィールドを
有する第１のフレームを受信するように構成された受信機を備える。装置は、処理システ
ムを備える。処理システムは、制御フィールドに少なくとも部分的に基づいて制御フィー
ルドが第１のタイプを備えるか又は第２のタイプを備えるかを決定するように構成される
。処理システムは、決定されたタイプに基づいて制御フィールドを処理するように構成さ
れる。
【０００９】
　本開示の幾つか態様は、無線通信のための装置を提供する。装置は、制御フィールドを
有する第１のフレームを受信するための手段を備える。装置は、制御フィールドに少なく
とも部分的に基づいて制御フィールドが第１のタイプを備えるか又は第２のタイプを備え
るかを決定するための手段を備える。装置は、決定されたタイプに基づいて制御フィール
ドを処理するための手段を備える。
【００１０】
　本開示の幾つかの態様は、コンピュータによって読み取り可能な媒体を備える無線で通
信するためのコンピュータプログラム製品を提供する。コンピュータによって読み取り可
能な媒体は、命令を備える。命令は、実行されたときに、制御フィールドを有する第１の
フレームを受信することを装置に行わせる。命令は、実行されたときに、制御フィールド
に少なくとも部分的に基づいて制御フィールドが第１のタイプを備えるか又は第２のタイ
プを備えるかを決定することを装置に行わせる。命令は、実行されたときに、決定された
タイプに基づいて制御フィールドを処理することを装置に行わせる。
【００１１】
　本開示の幾つかの態様は、無線通信のためのユーザ端末を提供する。ユーザ端末は、ア
ンテナを備える。ユーザ端末は、制御フィールドを有するフレームを、アンテナを介して
、受信するように構成された受信機を備える。ユーザ端末は、処理システムを備える。処
理システムは、制御フィールドに少なくとも部分的に基づいて制御フィールドが第１のタ
イプを備えるか又は第２のタイプを備えるかを決定するように構成される。処理システム
は、決定されたタイプに基づいて制御フィールドを処理するように構成される。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
　本開示の特徴を詳細に理解できるようにすることを目的として、態様を参照することで
上記において要約したより具体的な説明を行うことができ、それらの態様の一部は添付さ
れた図面において例示されている。しかしながら、添付された図面は、本開示の幾つかの
典型的な態様のみを例示するにすぎず、従って、それの適用範囲を制限するものであると
みなされるべきではなく、説明は、その他の同等に有効な態様を含めることが可能である
。
【図１】本開示の幾つかの態様による無線通信ネットワークの図である。
【図２】本開示の幾つかの態様によるアクセスポイント例及びユーザ端末例のブロック図
である。
【図３】本開示の幾つかの態様による無線デバイス例のブロック図である。
【図４Ａ】本開示の幾つかの態様によるデータユニットの概略図である。
【図４Ｂ】図４Ａのデータユニットのヘッダを含むフレームの例を示した図である。
【図４Ｃ】図４Ａのデータユニットのヘッダのフレーム制御フィールドの例を示した図で
ある。
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【図４Ｄ】図４Ａのデータユニットのヘッダの制御フィールドの例を示した図である。
【図５Ａ】方法の実装のフローチャートである。
【図５Ｂ】方法の実装のフローチャートである。
【図６Ａ】方法の実装のフローチャートである。
【図６Ｂ】方法の実装のフローチャートである。
【図７Ａ】方法の実装のフローチャートである。
【図７Ｂ】少なくても４ビットであるインジケータを有するリンク適合化制御サブフィー
ルドの例を示した図である。
【図８】方法の実装のフローチャートである。
【図９Ａ】方法の実装のフローチャートである。
【図９Ｂ】方法の実装のフローチャートである。
【図１０】典型的なチャネル状態情報（ＣＳＩ）フィードバックプロトコルを例示した図
である。
【図１１】典型的なヌルデータパケットアナウンスメント（ＮＤＰＡ）フレームを例示し
た図である。
【図１２】本開示の幾つかの態様によるユーザ端末例のブロック図である。
【００１３】
　共通の慣行により、図面において例示される様々な特徴は、原寸どおりに描かなくても
よい。従って、様々な特徴の寸法は、明確化することを目的として任意に拡大又は縮小す
ることができる。さらに、図面の一部は、所定のシステム、方法又はデバイスのすべての
コンポーネントを描かないことがある。最後に、本明細書及び図全体を通じて類似の特徴
を表すために類似の参照数字を用いることができる。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本開示の様々な態様が添付図を参照して以下においてさらに詳細に説明される。しかし
ながら、本開示は、数多くの異なる形態で具現化することができ、本開示全体を通じて提
示されるいずれかの特定の構造又は機能に限定されるとは解釈されるべきでない。むしろ
、これらの態様は、この開示が徹底的及び完全であり、さらに本開示の適用範囲を当業者
に対して十分に伝達するようにするために提供される。ここにおける教示に基づき、本開
示の適用範囲は、本開示のその他の態様とは無関係に実装されるか又は組み合わせて実装
されるかにかかわらず、ここにおいて開示される本開示のあらゆる態様を網羅することが
意図されることを当業者は評価すべきである。例えば、ここにおいて詳述される態様のう
ちのあらゆる数の態様を用いて装置を実装することができ又は方法を実践することができ
る。さらに、本開示の適用範囲は、ここにおいて詳述される本開示の様々な態様に加えて
の又はここにおいて詳述される本開示の様々な態様以外のその他の構造、機能、又は構造
と機能を用いて実践される該装置又は方法を網羅することが意図される。ここにおいて開
示される本開示のいずれの態様も、請求項の１つ以上の要素によって具現化することがで
きることが理解されるべきである。
【００１５】
　ここにおいては特定の態様が説明されるが、これらの態様の数多くの変形及び置換も本
開示の適用範囲内である。好ましい態様の幾つかの利益及び利点が述べられているが、本
開示の適用範囲は、特定の利益、用途又は目標に限定されることは意図されない。むしろ
、本開示の態様は、異なる無線技術、システム構成、ネットワーク、及び送信プロトコル
に対して広範囲に適用可能であることが意図されており、それらの一部は、図内及び好ま
しい態様に関する以下の説明において例として示される。詳細な発明を実施するための形
態及び図面は、本開示を限定するのではなく単に例示するだけであるにすぎず、本開示の
適用範囲は、添付された請求項及びそれらの同等物によって画定される。
【００１６】
　ここにおいて説明される技法は、直交多重化方式に基づく通信システムを含む様々なブ
ロードバンド無線通信システムのために用いることができる。該通信システムの例は、空
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間分割多元接続（ＳＤＭＡ）システムと、時分割多元接続（ＴＤＭＡ）システムと、直交
周波数分割多元接続（ＯＦＤＭＡ）システムと、単一搬送波周波数分割多元接続（ＳＣ－
ＦＤＭＡ）システムと、等を含む。ＳＤＭＡシステムは、複数のユーザ端末に属するデー
タを同時に送信するために十分に異なる方向を利用することができる。ＴＤＭＡシステム
は、送信信号を異なるタイムスロットに分割することによって複数のユーザ端末が同じ周
波数チャネルを共有するのを可能にすることができ、各タイムスロットは、異なるユーザ
端末に割り当てられる。ＴＤＭＡシステムは、ＧＳＭ（登録商標）又は当業において知ら
れる幾つかのその他の規格を実装することができる。ＯＦＤＭＡシステムは、全体的なシ
ステム帯域幅を複数の直交副搬送波に分割する変調技法である直交周波数分割多重（ＯＦ
ＤＭ）を利用する。これらの副搬送波は、トーン、ビン、等と呼ばれることもある。ＯＦ
ＤＭの場合は、各副搬送波をデータとともに独立して変調することができる。ＯＦＤＭシ
ステムは、は、ＩＥＥＥ８０２．１１又は当業において知られる幾つかのその他の規格を
実装することができる。ＳＣ－ＦＤＭＡシステムは、システム帯域幅全体にわたって分布
される副搬送波で送信するためにインターリービングされたＦＤＭＡ（ＩＦＤＭＡ）を利
用すること、隣接する副搬送波のブロックで送信するためにローカライズされたＦＤＭＡ
（ＬＦＤＭＡ）を利用すること、又は隣接する副搬送波から成る複数のブロックで送信す
るために拡張型ＦＤＭＡ（ＥＦＤＭＡ）を利用することができる。概して、変調シンボル
は、ＯＦＤＭの場合は周波数領域で、ＳＣ－ＦＤＭＡの場合は時間領域で送信される。Ｓ
Ｃ－ＦＤＭＡシステムは、３ＧＰＰ－ＬＴＥ（第３世代パートナーシッププロジェクトロ
ングタームエボリューション）又は当業において知られる幾つかのその他の規格を実装す
ることができる。
【００１７】
　ここにおける教示は、様々な有線又は無線の装置（例えば、ノード）内に組み入れる（
例えば、様々な有線又は無線の装置（例えば、ノード）内に実装する又は様々な有線又は
無線の装置（例えば、ノード）によって実行する）ことができる。幾つかの態様において
は、ここにおける教示により実装される無線ノードは、アクセスポイント又はアクセス端
末を備えることができる。
【００１８】
　アクセスポイント（“ＡＰ”）は、ＮｏｄｅＢ、無線ネットワークコントローラ（“Ｒ
ＮＣ”）、ｅＮｏｄｅＢ、基地局コントローラ（“ＢＳＣ”）、ベーストランシーバ局（
“ＢＴＳ”）、基地局（“ＢＳ”）、トランシーバ機能（“ＴＦ”）、無線ルータ、無線
トランシーバ、ベーシックサービスセット（“ＢＳＳ”）、拡張サービスセット（“ＥＳ
Ｓ”）、無線基地局（“ＲＢＳ”）、又はその他の用語を備えること、ＮｏｄｅＢ、無線
ネットワークコントローラ（“ＲＮＣ”）、ｅＮｏｄｅＢ、基地局コントローラ（“ＢＳ
Ｃ”）、ベーストランシーバ局（“ＢＴＳ”）、基地局（“ＢＳ”）、トランシーバ機能
（“ＴＦ”）、無線ルータ、無線トランシーバ、ベーシックサービスセット（“ＢＳＳ”
）、拡張サービスセット（“ＥＳＳ”）、無線基地局（“ＲＢＳ”）、又はその他の用語
として実装すること、又は、ＮｏｄｅＢ、無線ネットワークコントローラ（“ＲＮＣ”）
、ｅＮｏｄｅＢ、基地局コントローラ（“ＢＳＣ”）、ベーストランシーバ局（“ＢＴＳ
”）、基地局（“ＢＳ”）、トランシーバ機能（“ＴＦ”）、無線ルータ、無線トランシ
ーバ、ベーシックサービスセット（“ＢＳＳ”）、拡張サービスセット（“ＥＳＳ”）、
無線基地局（“ＲＢＳ”）、又は何らかのその他の用語で呼ぶことができる。
【００１９】
　アクセス端末（“ＡＴ”）は、アクセス端末、加入者局、加入者ユニット、移動局、遠
隔局、遠隔端末、ユーザ端末、ユーザエージェント、ユーザデバイス、ユーザ装置、ユー
ザ局、又は何らかのその他の用語を備えること、アクセス端末、加入者局、加入者ユニッ
ト、移動局、遠隔局、遠隔端末、ユーザ端末、ユーザエージェント、ユーザデバイス、ユ
ーザ装置、ユーザ局、又は何らかのその他の用語として実装すること、又は、アクセス端
末、加入者局、加入者ユニット、移動局、遠隔局、遠隔端末、ユーザ端末、ユーザエージ
ェント、ユーザデバイス、ユーザ装置、ユーザ局、又は何らかのその他の用語で呼ぶこと
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ができる。幾つかの実装においては、アクセス端末は、携帯電話、コードレスフォン、セ
ッション開始プロトコル（“ＳＩＰ”）フォン、ワイヤレスローカルループ（“ＷＬＬ”
）局、パーソナルデジタルアシスタント（“ＰＤＡ”）、無線接続能力を有するハンドヘ
ルドデバイス、局（“ＳＴＡ”）、又は無線モデムに接続された何らかのその他の適切な
処理デバイスを備えることができる。従って、ここにおいて教示される１つ以上の態様は
、無線又は有線媒体を介して通信するように構成される電話（例えば、携帯電話又はスマ
ートフォン）、コンピュータ（例えば、ラップトップ）、ポータブル通信デバイス、ポー
タブル計算デバイス（例えば、パーソナルデータアシスタント）、娯楽デバイス、（例え
ば、音楽又は映像デバイス、又は衛星無線）、全地球測位システムデバイス、又はあらゆ
るその他の適切なデバイス内に組み入れることができる。幾つかの態様においては、ノー
ドは、無線ノードである。該無線ノードは、例えば、有線又は無線通信リンクを介してネ
ットワーク（例えば、ワイドエリアネットワーク、例えば、インターネット又はセルラー
ネットワーク）のための又はネットワーク（例えば、ワイドエリアネットワーク、例えば
、インターネット又はセルラーネットワーク）への接続性を提供することができる。
【００２０】
　幾つかの態様においては、ここにおける教示は、マクロ規模のカバレッジ（例えば、大
きなエリアのセルラーネットワーク、例えば、３Ｇネットワークであり、典型的にはマク
ロセルネットワークと呼ばれる）と、それよりも小規模なカバレッジ（例えば、住宅に基
づく又は建物に基づくネットワーク環境）と、を含むネットワークにおいて採用すること
ができる。ＡＴ又はＵＥが該ネットワーク内を移動するのに応じて、アクセス端末には、
マクロカバレッジを提供するＡＮによって幾つかの位置においてサービスを提供すること
ができ、他方、アクセス端末には、より小規模なカバレッジを提供するアクセスノードに
よってその他の位置でサービスを提供することができる。幾つかの態様においては、より
小規模なカバレッジのノードは、（例えば、よりロバストなユーザ経験のための）増分的
な能力増大、建物内カバレッジ、及び異なるサービスを提供するために用いることができ
る。ここにおける説明では、相対的に大きなエリアにわたってカバレッジを提供するノー
ドは、マクロノードと呼ぶことができる。相対的に小さいエリア（例えば、住居）にわた
ってカバレッジを提供するノードは、フェムトノードと呼ぶことができる。マクロエリア
よりも小さく、フェムトエリアよりも大きいエリアにわたってカバレッジを提供するノー
ドは、（例えば、商業ビル内でカバレッジを提供する）ピコノードと呼ぶことができる。
【００２１】
　マクロノード、フェムトノード、又はピコノードと関連付けられたセルは、それぞれマ
クロセル、フェムトセル、又はピコセルと呼ぶことができる。幾つかの実装においては、
各セルは、１つ以上のセクタとさらに関連付ける（１つ以上のセクタに分割する）ことが
できる。
【００２２】
　様々な用途においては、マクロノード、フェムトノード、ピコノードに言及するために
その他の用語を用いることができる。例えば、マクロノードは、アクセスノード、基地局
、アクセスポイント、ｅＮｏｄｅ、マクロセル、等として構成することができ又はアクセ
スノード、基地局、アクセスポイント、ｅＮｏｄｅ、マクロセル、等と呼ばれることがあ
る。さらに、フェムトノードは、Ｈｏｍｅ　ＮｏｄｅＢ（ＨＮＢ）、Ｈｏｍｅ　ｅＮｏｄ
ｅ（ＨｅＮＢ）、アクセスポイント基地局、フェムトセル、等として構成することができ
又はＨｏｍｅ　ＮｏｄｅＢ（ＨＮＢ）、Ｈｏｍｅ　ｅＮｏｄｅ（ＨｅＮＢ）、アクセスポ
イント基地局、フェムトセル、等と呼ばれることがある。
【００２３】
　図１は、アクセスポイント及びユーザ端末を有する多元接続、多入力多出力（ＭＩＭＯ
）システム１００を例示する。簡素化を目的として、図１には１つのアクセスポイント１
１０のみが示される。アクセスポイントは、概して、ユーザ端末と通信する固定局であり
及び基地局又は何らかのその他の用語で呼ばれることもある。ユーザ端末は、固定型又は
移動型であることができ、移動局、無線デバイス又は何らかのその他の用語で呼ばれるこ
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ともある。アクセスポイント１１０は、ダウンリンク及びアップリンクにおいてあらゆる
所定の時間に１つ以上のユーザ端末１２０と通信することができる。ダウンリンク（すな
わち、順方向リンク）は、アクセスポイントからユーザ端末への通信リンクであり、アッ
プリンク（すなわち、逆方向リンク）は、ユーザ端末からアクセスポイントへの通信リン
クである。ユーザ端末は、他のユーザ端末とピア・ツー・ピアで通信することもできる。
システムコントローラ１３０は、アクセスポイントに結合し、アクセスポイントに関する
調整及び制御を提供する。
【００２４】
　次の開示の幾つかの部分は、空間分割多元接続（ＳＤＭＡ）を介して通信することが可
能なユーザ端末１２０について説明するが、幾つかの態様に関しては、ユーザ端末１２０
は、ＳＤＭＡをサポートしない幾つかのユーザ端末を含むこともできる。従って、該態様
に関しては、ＡＰ１１０は、ＳＤＭＡ及び非ＳＤＭＡの両方のユーザ端末と通信するよう
に構成することができる。このアプローチ法は、ユーザ端末の旧バージョン（“レガシー
”局）が企業（ｅｎｔｅｒｐｒｉｓｅ）内に引き続き配備されて有効寿命を延ばすのを都
合良く可能にし、その一方で、より新規のＳＤＭＡユーザ端末が適切であるとみなされる
のに応じて導入されるのを可能にすることができる。
【００２５】
　システム１００は、ダウンリンク及びアップリンクでのデータ送信のために複数の送信
アンテナ及び複数の受信アンテナを採用する。アクセスポイント１１０は、Ｎａｐ本のア
ンテナを装備し、ダウンリンク送信のための多入力（ＭＩ）及びアップリンク送信のため
の多出力（ＭＯ）を表す。Ｋの選択されたユーザ端末１２０の組は、全体で、ダウンリン
ク送信のための多出力及びアップリンク送信のための多入力を表す。純粋なＳＤＭＡの場
合は、Ｋのユーザ端末のためのデータシンボルストリームが何らかの手段によって符号、
周波数又は時間で多重化されない場合はＮａｐ≧Ｋ≧１であることが望まれる。Ｋは、デ
ータシンボルストリームがＴＤＭＡ技法、ＣＤＭＡの場合は異なる符号チャネル、ＯＦＤ
Ｍの場合はサブバンドの互いに切り離された組、以下同様、を用いて多重化することがで
きる場合に、Ｎａｐよりも大きいことができる。各々の選択されたユーザ端末は、各々の
ユーザごとのデータをアクセスポイントに送信し及び／又は各々のユーザごとのデータを
アクセスポイントから受信する。概して、各々の選択されたユーザ端末は、１本の又は複
数のアンテナを装備することができる（すなわち、Ｎｕｔ≧１）。Ｋの選択されたユーザ
端末は、同じ又は異なる数のアンテナを有することができる。
【００２６】
　ＳＤＭＡシステム１００は、時分割複信（ＴＤＤ）システム又は周波数分割複信（ＦＤ
Ｄ）システムであることができる。ＴＤＤシステムに関しては、ダウンリンク及びアップ
リンクは、同じ周波数帯域を共有する。ＦＤＤシステムに関しては、ダウンリンク及びア
ップリンクは、異なる周波数帯域を用いる。
【００２７】
ＭＩＭＯシステム１００は、単一搬送波又は多搬送波を送信のために利用することもでき
る。各ユーザ端末は、単一のアンテナ（例えば、コスト削減のため）又は複数のアンテナ
（例えば、追加コストをサポートできる場合）を装備することができる。システム１００
は、送信／受信を異なるタイムスロットに分割することによってユーザ端末１２０が同じ
周波数チャネルを共有する場合はＴＤＭＡシステムであることもでき、各タイムスロット
は、異なるユーザ端末１２０に割り当てられる。
【００２８】
　図２は、ＭＩＭＯシステム１００内のアクセスポイント１１０及び２つのユーザ端末１
２０ｍ及び１２０ｘのブロック図を例示する。アクセスポイント１１０は、Ｎｔ本のアン
テナ２２４ａ乃至２２４ｔを装備する。ユーザ端末１２０ｍは、Ｎｕｔ，ｍ本のアンテナ
２５２ｍａ乃至２５２ｍｕを装備し、ユーザ端末１２０ｘは、Ｎｕｔ，ｘ本のアンテナ２
５２ｘａ乃至２５２ｘｕを装備する。アクセスポイント１１０は、ダウンリンクに関して
は送信エンティティ、アップリンクに関しては受信エンティティである。各ユーザ端末１
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２０は、アップリンクに関しては送信エンティティ、ダウンリンクに関しては受信エンテ
ィティである。ここで用いられる場合において、“送信エンティティ”は、無線チャネル
を介してデータを送信することが可能な独立して操作される装置又はデバイスであり、“
受信エンティティ”は、無線チャネルを介してデータを受信することが可能な独立して操
作される装置又はデバイスである。次の説明では、下付文字“ｄｎ”は、ダウンリンクを
表し、下付文字“ｕｐ”は、アップリンクを表し、Ｎｕｐのユーザ端末がアップリンクで
の同時送信のために選択され、Ｎｄｎのユーザ端末がダウンリンクでの同時送信のために
選択され、Ｎｕｐは、Ｎｄｎと等しいこと又は等しくないことができ、Ｎｕｐ及びＮｄｎ
は、静的な値であることができ又は各スケジューリング間隔のために変化することができ
る。アクセスポイント及びユーザ端末では、ビームステアリング又は何らかのその他の空
間処理技法を用いることができる。
【００２９】
　アップリンクにおいて、アップリンク送信のために選択された各ユーザ端末１２０では
、ＴＸデータプロセッサ２８８は、データソース２８６からトラフィックデータを及びコ
ントローラ２８０から制御データを受信する。ＴＸデータプロセッサ２８８は、ユーザ端
末のために選択されたレートと関連付けられたコーディング方式及び変調方式に基づいて
ユーザ端末のためにトラフィックデータを処理（例えば、符号化、インターリービング、
及び変調）し、データシンボルストリームを提供する。ＴＸ空間プロセッサ２９０は、デ
ータシンボルストリームに対して空間処理を行い、Ｎｕｔ，ｍ本のアンテナに関してＮｕ
ｔ，ｍの送信シンボルストリームを提供する。各送信機ユニット（ＴＭＴＲ）２５４は、
各々の送信シンボルストリームを受信及び処理（例えば、アナログに変換、増幅、フィル
タリング、及び周波数アップコンバージョン）してアップリンク信号を生成する。Ｎｕｔ
，ｍの送信機ユニット２５４は、Ｎｕｔ，ｍ本のアンテナからアクセスポイントへの送信
のためにＮｕｔ，ｍのアップリンク信号を提供する。
【００３０】
　Ｎｕｐのユーザ端末は、アップリンクでの同時送信のためにスケジューリングすること
ができる。これらのユーザ端末の各々は、それのデータシンボルストリームに対して空間
処理を行い、送信シンボルストリームの組をアップリンクでアクセスポイントに送信する
。
【００３１】
　アクセスポイント１１０において、Ｎａｐ本のアンテナ２２４ａ乃至２２４ａｐが、ア
ップリンクで送信中のすべてのＮｕｐのユーザ端末からアップリンク信号を受信する。各
アンテナ２２４は、各々の受信機ユニット（ＲＣＶＲ）２２２に受信された信号を提供す
る。各受信機ユニット２２２は、送信機ユニット２５４によって行われる処理を補完する
それを行い、受信されたシンボルストリームを提供する。ＲＸ空間プロセッサ２４０は、
Ｎａｐの受信機ユニット２２２からのＮａｐの受信されたシンボルストリームに対して受
信機空間処理を行い、Ｎｕｐの復元されたアップリンクデータシンボルストリームを提供
する。受信機空間処理は、チャネル相関行列反転（ＣＣＭＩ）、最小平均二乗誤差（ＭＭ
ＳＥ）、ソフト干渉キャンセル（ＳＩＣ）、又は何らかのその他の技法により行われる。
各々の復元されたアップリンクデータシンボルストリームは、各々のユーザ端末によって
送信されたデータシンボルストリームの推定である。ＲＸデータプロセッサ２４２は、各
々の復元されたアップリンクデータシンボルストリームのために用いられたレートにより
そのストリームを処理（例えば、復調、デインターリービング、及び復号）して復号され
たデータを入手する。各ユーザ端末のための復号されたデータは、格納のためにデータシ
ンク２４４に及び／又はさらなる処理のためにコントローラ２３０に提供することができ
る。
【００３２】
　ダウンリンクにおいて、アクセスポイント１１０では、ＴＸデータプロセッサ２１０は
、ダウンリンク送信のためにスケジューリングされたＮｄｎのユーザ端末のためにデータ
ソース２０８からトラフィックデータを、コントローラ２３０から制御データを、及び可
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能場合はスケジューラ２３４からその他のデータを受信する。様々なタイプのデータを異
なる転送チャネルで送信することができる。ＴＸデータプロセッサ２１０は、各ユーザ端
末のために選択されたレートに基づいてそのユーザ端末のためにデータトラフィックを処
理（例えば、符号化、インターリービング、及び変調）する。ＴＸデータプロセッサ２１
０は、Ｎｄｎのユーザ端末のためにＮｄｎのダウンリンクデータシンボルストリームを提
供する。ＴＸ空間プロセッサ２２０は、Ｎｄｎのダウンリンクデータシンボルストリーム
に対して空間処理（例えば、本開示において説明される、プリコーディング又はビーム形
成）を行い、Ｎａｐ本のアンテナのためにＮａｐの送信シンボルストリームを提供する。
各送信機ユニット２２２は、各々の送信シンボルストリームを受信及び処理してダウンリ
ンク信号を生成する。Ｎａｐの送信機ユニット２２２は、Ｎａｐ本のアンテナ２２４から
ユーザ端末への送信のためにＮａｐのダウンリンク信号を提供する。
【００３３】
　各ユーザ端末１２０において、Ｎｕｔ，ｍ本のアンテナ２５２は、アクセスポイント１
１０からＮａｐのダウンリンク信号を受信する。各受信機ユニット２５４は、関連付けら
れたアンテナ２５２からの受信された信号を処理し、受信されたシンボルストリームを提
供する。ＲＸ空間プロセッサ２６０は、Ｎｕｔ，ｍの受信機ユニット２５４からのＮｕｔ
，ｍの受信されたシンボルストリームに対して受信機空間処理を行い、ユーザ端末のため
に復元されたダウンリンクデータシンボルストリームを提供する。受信機空間処理は、Ｃ
ＣＭＩ、ＭＭＳＥ又は何らかのその他の技法により行われる。ＲＸデータプロセッサ２７
０は、復元されたダウンリンクデータシンボルストリームを処理（例えば、復調、デイン
ターリービング、及び復号）してユーザ端末のための復号されたデータを入手する。
【００３４】
　各ユーザ端末１２０において、チャネル推定器２７８は、ダウンリンクチャネル応答を
推定し、ダウンリンクチャネル推定値を提供し、それらは、チャネル利得推定値、ＳＮＲ
推定値、雑音分散、等を含むことができる。同様に、チャネル推定器２２８は、アップリ
ンクチャネル応答を推定し、アップリンクチャネル推定値を提供する。各ユーザ端末のた
めのコントローラ２８０は、典型的には、ユーザ端末のためのダウンリンクチャネル応答
行列Ｈｄｎ，ｍに基づいてそのユーザ端末のための空間フィルタ行列を導き出す。コント
ローラ２３０は、有効なアップリンクチャネル応答行列Ｈｕｐ，ｅｆｆに基づいてアクセ
スポイントのための空間フィルタ行列を導き出す。各ユーザ端末のためのコントローラ２
８０は、アクセスポイントにフィードバック情報（例えば、ダウンリンク及び／又はアッ
プリンク固有ベクトル、固有値、ＳＮＲ推定値、等）を送信することができる。コントロ
ーラ２３０及び２８０は、アクセスポイント１１０及びユーザ端末１２０においてそれぞ
れ様々な処理ユニットの動作も制御する。
【００３５】
　図３は、無線通信システム１００内で採用することができる無線デバイス３０２におい
て利用可能な様々なコンポーネントを例示する。無線デバイス３０２は、ここにおいて説
明される様々な方法を実装するように構成することができるデバイスの一例である。無線
デバイス３０２は、基地局１０４又はユーザ端末１０６であることができる。
【００３６】
　無線デバイス３０２は、無線デバイス３０２の動作を制御するプロセッサ３０４を含む
ことができる。プロセッサ３０４は、中央処理装置（ＣＰＵ）と呼ばれることもある。メ
モリ３０６は、読取専用メモリ（ＲＯＭ）及びランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）の両方
を含むことができ、プロセッサ３０４に命令及びデータを提供する。メモリ３０６の一部
分は、非揮発性ランダムアクセスメモリ（ＮＶＲＡＭ）を含むこともできる。プロセッサ
３０４は、典型的には、メモリ３０６内に格納されたプログラム命令に基づいて論理演算
及び算術演算を行う。メモリ３０６内の命令は、ここにおいて説明される方法を実装する
ために実行可能である。
【００３７】
　無線デバイス３０２は、無線デバイス３０２と遠隔位置との間でのデータの送信及び受
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信を可能にする送信機３１０と受信機３１２とを含むことができるハウジング３０８を含
むこともできる。送信機３１０及び受信機３１２は、トランシーバ３１４として結合する
ことができる。単一の又は複数の送信アンテナ３１６をハウジング３０８に取り付けるこ
とができ及びトランシーバ３１４に電気的に結合することができる。無線デバイス３０２
は、複数の送信機と、複数の受信機と、複数のトランシーバとを含むこともできる（示さ
れていない）。
【００３８】
　無線デバイス３０２は、トランシーバ３１４によって受信された信号のレベルを検出及
び定量化するために使用することができる信号検出器３１８を含むこともできる。信号検
出器３１８は、総エネルギー、シンボル当たりの副搬送波当たりのエネルギー、電力スペ
クトル密度及びその他の信号、等の信号を検出することができる。無線デバイス３０２は
、信号を処理する際に用いるためのデジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）３２０を含むこと
もできる。
【００３９】
　無線デバイス３０２の様々なコンポーネントは、バスシステム３２２によってまとめて
結合することができ、それは、データバスに加えて、電力バスと、制御信号バスと、状態
信号バスと、を含むこともできる。
【００４０】
　図１において例示される無線システム１００は、ＩＥＥＥ８０２．１１ａｃ無線通信規
格により動作することができる。ＩＥＥＥ８０２．１１ａｃは、ＩＥＥＥ８０２．１１無
線ネットワークにおいてより高いスループットを考慮した新しいＩＥＥＥ８０２．１１修
正版である。より高いスループットは、幾つかの措置、例えば、一度に複数の局（ＳＴＡ
）への並行送信、を通じて、又は、より広いチャネル帯域幅（例えば、８０ＭＨｚ又は１
６０ＭＨｚ）を用いることによって、実現させることができる。ＩＥＥＥ８０２．１１ａ
ｃは、超高スループット（ＶＨＴ）無線通信規格とも呼ばれる。
【００４１】
　図４Ａは、本開示の幾つかの態様によるデータユニット４００の概略図である。幾つか
の態様においては、データユニット４００は、図１の無線通信システム１００においてデ
バイス、例えばアクセスポイント１１０及びユーザ端末１２０、の間で送信することがで
きる物理層プロトコルデータユニット（ＰＰＤＵ）であることができる。データユニット
４００は、物理層（ＰＨＹ）部分４０１と、メディアアクセス制御（ＭＡＣ）ヘッダ４０
２と、を含む。ＭＡＣヘッダ４０２には本体部分又はＭＡＣフレーム本体（示されていな
い）が後続することができる。ＭＡＣヘッダ４０２内には、２つのタイプ（“フォーマッ
ト”とも呼ばれる）のうちの少なくとも１つであることができるフレーム制御フィールド
４０３及び任意選択の制御フィールド４０４が存在する。例えば、一実装においては、制
御フィールド４０４は、超高スループット（ＶＨＴ）制御フィールドであり、他において
は、制御フィールド４０４は、高スループット（ＨＴ）制御フィールドである。幾つかの
実装においては、制御フィールド４０４は、データユニットごとに基づいて、ＶＨＴ制御
フィールド及びＨＴ制御フィールドのうちの１つであるように設定される。さらに、デー
タユニット４００を受信するデバイスは、どのタイプの制御フィールド（例えば、ＨＴ又
はＶＨＴ）がＭＡＣヘッダ４０２内に含まれているかに基づいてデータユニット４００を
処理することができる。従って、１つの制御フィールドが存在する場合は、いずれのタイ
プの（ＶＨＴ又はＨＴ）制御フィールドが存在するかを決定するという難題が存在する。
【００４２】
　図４Ｂは、図４ＡのＭＡＣヘッダ４０２を含むＭＡＣフレーム５００の例を示す。ＭＡ
Ｃフレーム５００は、ＭＡＣヘッダ４０２を含む。最初の３つのフィールド（フレーム制
御フィールド４０３、継続時間／ＩＤフィールド５０４、及びアドレス１フィールド５０
６）及び最後のフィールド（フレーム検査シーケンス（ＦＣＳ）フィールド５０８）は、
ＭＡＣフレーム５００の最低限のフレームフォーマットを構成し、すべてのＭＡＣフレー
ム内に存在する。以下において例示される残りのフィールド（アドレス２フィールド５１
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１、アドレス３フィールド５１２、シーケンス制御フィールド５１３、アドレス４フィー
ルド５１４、ＱｏＳ制御フィールド５１５、制御フィールド４０４、及びフレーム本体５
２２）は、一定のフレームタイプ及びサブタイプのみに存在する。制御フィールド４０４
は、以下において例示される態様においてはＨＴ制御フィールドのラベルが付されている
が、ＨＴ制御フィールド４０４は、ＨＴとして又はＶＨＴとしてフォーマット化すること
ができる。
【００４３】
　図４Ｃは、図４ＡのＭＡＣヘッダ４０２のフレーム制御フィールド４０３の例を示す。
フレーム制御フィールド４０３は、２ビットを備えるプロトコルバージョンサブ－サブフ
ィールド４０２と、２ビットを備えるタイプサブフィールドと、４ビットを備えるサブタ
イプサブフィールドと、１ビットを備えるｔｏ　ｄｓ（ｄｓへ）サブフィールドと、１ビ
ットを備えるｆｒｏｍ　ｄｓ（ｄｓから）サブフィールドと、１ビットを備えるｍｏｒｅ
　ｆｒａｇ（さらなるフラグメント）サブフィールドと、１ビットを備えるｒｅｔｒｙ（
再試行）サブフィールドと、１ビットを備えるｐｏｗｅｒ　ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ（電力
管理）サブフィールドと、１ビットを備えるｍｏｒｅ　ｄａｔａ（さらなるデータ）サブ
フィールドと、１ビットを備えるｐｒｏｔｅｃｔｅｄ　ｆｒａｍｅ（保護されたフレーム
）サブフィールドと、１ビットを備えるｏｒｄｅｒ（オーダー）サブフィールドと、を含
む。フレーム制御フィールド４０３内の最後のサブフィールドは、１ビットを含むオーダ
ーフィールド（ｏｒｄｅｒ　ｆｉｅｌｄ）６０２を備える。オーダーフィールド６０２は
、オーダービットと呼ばれることもある。データユニット４００がＨＴ又はＶＨＴデータ
ユニットであるときは、オーダービット６０２は、制御フィールド４０４がＭＡＣヘッダ
４０２（従って、ＭＡＣフレーム５００及びデータユニット４００）内に存在するかどう
かを示す。オーダービット６０２が“１”に設定される場合は、制御フィールド４０４が
存在する。オーダービット６０２が“０”に設定される場合は、制御フィールド４０４は
存在しない。
【００４４】
　ノードが、制御フィールド４０４が存在するかどうかを決定するためにオーダービット
６０２を評価する前に、ノードは、データユニット４００がＨＴデータユニットであるか
又はＶＨＴデータユニットであるかを最初に決定することができる。幾つかの態様におい
ては、この決定は、データユニット４００のＰＨＹ部分４０１内のＴＸＶＥＣＴＯＲに基
づく。
【００４５】
　図４Ｄは、図４ＡのＭＡＣヘッダ４０２の制御フィールド４０４の例を示す。制御フィ
ールドは、サブフィールド７０４がＨＴフォーマットを有するか又はＶＨＴフォーマット
を有するかを示すＶＨＴフィールド７０２を含む。ＶＨＴフィールド７０２が“０”に設
定されているときには、ＨＴフォーマットがサブフィールド７０４のために用いられる。
しかしながら、ＶＨＴフィールド７０２が“１”に設定されているときには、サブフィー
ルド７０４はＶＨＴフォーマットを有する。幾つかの態様においては、ＶＨＴフィールド
７０２は、制御フィールド４０４内において予約されたビットを備える。幾つかの態様に
おいては、予約されたビットは、制御フィールド４０４内において第１のビットを備える
。幾つかの態様においては、以下において説明されるように変調コーディング方式（ＭＣ
Ｓ）フィードバック（ＭＦＢ）を求める要請に応答して該フィードバックがサブフィール
ド７０４において示される。
【００４６】
　他の態様においては、制御フィールド４０４は、１６ビットであることができるリンク
適合化制御サブフィールド、１４ビットであることができる予約されたサブフィールド、
１ビットであることができるＡＣ制約サブフィールド、及び１ビットであることができる
逆方向許可（ｒｅｖｅｒｓｅ　ｄｉｒｅｃｔｉｏｎ　ｇｒａｎｔ）（ＲＤＧ）サブフィー
ルドのうちの少なくとも１つを含む。予約されたサブフィールドは、１つ以上の追加のサ
ブフィールドを備えることができる。
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【００４７】
　図５Ａは、制御フィールドが存在するかどうか及びそのタイプを決定する方法の実装の
フローチャートである。ブロック５Ａ－１によって表されるように、方法は、受信された
データユニットのタイプを決定することを含む。ブロック５Ａ－２によって表されるよう
に、方法は、データユニットタイプがＶＨＴ又はＨＴのいずれであるかを決定することを
含む。データユニットタイプがＨＴ（５Ａ－２からのＨＴ経路）である場合は、ブロック
５Ａ－３によって表されるように、方法は、データユニット内においてオーダービットの
構文解析をすることを含む。オーダービットが設定されていない場合は（５Ａ－３からの
いいえ経路）、データユニット内にはＶＨＴ制御フィールド又はＨＴ制御フィールドのい
ずれの制御フィールドも存在しない。他方、オーダービットが設定されている場合は（５
Ａ－３からのはい経路）、ブロック５Ａ－５によって表されるようにＨＴ制御フィールド
が存在する。
【００４８】
　ブロック５Ｂ－２を再度参照し、データユニットタイプがＶＨＴ（５Ｂ－２からのＶＨ
Ｔ経路）である場合は、ブロック５Ｂ－３によって表されるように、方法は、データユニ
ット内のオーダービットを構文解析することを含む。オーダービットが設定されていない
場合は（５Ａ－６からのいいえ経路）、ブロック５Ａ－４によって表されるようにデータ
ユニット内にはＶＨＴ制御フィールド又はＨＴ制御フィールドのいずれの制御フィールド
も存在しない。他方、オーダービットが設定されている場合は（５Ａ－６からのはい経路
）、ブロック５Ａ－７によって表されるようにＶＨＴ制御フィールドが存在する。
【００４９】
　図５Ｂは、制御フィールドが存在するかどうか及びそのタイプを決定する他の方法の実
装のフローチャートである。ブロック５Ｂ－１によって表されるように、方法は、データ
ユニットを受信することを含む。ブロック５Ｂ－２によって表されるように、方法は、デ
ータユニット内のオーダービットを構文解析することを含む。オーダービットが設定され
ていない場合は（５Ｂ－２からのいいえ経路）、データユニット内にはＶＨＴ制御フィー
ルド又はＨＴ制御フィールドのいずれの制御フィールドも存在しない。他方、オーダービ
ットが設定されている場合は（５Ｂ－２からのはい経路）、データユニット内にはＶＨＴ
制御フィールド又はＨＴ制御フィールドのいずれかの制御フィールドが存在する。ブロッ
ク５Ｂ－４によって表されるように、方法は、予約されたビットに関して制御フィールド
を構文解析することを含む。予約されたビットが設定されていない場合は（５Ｂ－５から
のいいえ経路）、ブロック５Ｂ－６によって表されるように、方法は、制御フィールドが
ＨＴ制御フィールドであると決定することを含む。他方、予約されたビットが設定されて
いる場合（５Ｂ－５からのはい経路）、ブロック５Ｂ－７によって表されるように、方法
は、制御フィールドがＶＨＴ制御フィールドであると決定することを含む。
【００５０】
　図６Ａは、アクセス端末からアクセスポイントに変調コーディング方式（ＭＣＳ）イン
ジケータを通信する方法の実装のフローチャートである。ブロック６Ａ－１によって表さ
れるように、方法は、アクセスポイント又は他のアクセス端末からフレームを受信するこ
とを含む。ブロック６Ａ－２によって表されるように、方法は、フレームタイプを決定す
ることを含む。ブロック６Ａ－３によって表されるように、方法は、フレームタイプに少
なくとも部分的に基づいてＭＣＳを決定することを含む。ブロック６Ａ－４によって表さ
れるように、方法は、決定されたＭＣＳのインジケータを送信することを含む。
【００５１】
　図６Ｂは、アクセス端末からアクセスポイントに変調コーディング方式（ＭＣＳ）イン
ジケータを通信する方法の実装のフローチャートである。ブロック６Ｂ－１によって表さ
れるように、方法は、フレームを受信することを含む。ブロック６Ｂ－１によって表され
るように、方法は、フレームが要求を含むかどうかを決定することを含む。フレームが要
求を含む場合は（６Ｂ－２からのはい経路）、ブロック６Ｂ－３によって表されるように
、方法は、シーケンス番号を求める要求を構文解析することを含む。ブロック６Ｂ－４に
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よって表されるように、方法は、シーケンス番号からＭＣＳを決定することを含む。ブロ
ック６Ｂ－５によって表されるように、方法は、アクセスポイントにＭＣＳのインジケー
タを送信することを含む。
【００５２】
　ブロック６Ｂ－２を再度参照し、フレームが要求を含む場合は（６Ｂ－２からのはい経
路）、ブロック６Ｂ－６によって表されるように、方法は、直近の通信からＭＣＳを決定
することを含む。ブロック６Ｂ－７によって表されるように、方法は、ＭＣＳ報告がアク
セスポイントによって要請されていないことを示すための予約されたシーケンス番号を設
定することを含む。
【００５３】
　図７Ａは、受信されたフレームのＭＣＳタイプを決定する方法の実装のフローチャート
である。ブロック７－１によって表されるように、方法は、ＶＨＴ制御フィールドを有す
るフレームを受信することを含む。ブロック７－２によって表されるように、方法は、リ
ンク適合化制御サブフィールドを識別するためにＶＨＴ制御フィールドを構文解析するこ
とを含む。
【００５４】
　ブロック７－３によって表されるように、方法は、サブフィールドの値が“００”であ
るかどうかを決定することを含む。サブフィールドの値が“００”である場合は、ブロッ
ク７－４によって表されるように、方法は、ＭＣＰタイプがオープンループ（ＯＬ）ＭＩ
ＭＯであると決定することを含む。
【００５５】
　ブロック７－５によって表されるように、方法は、サブフィールドの値が“０１”であ
るかどうかを決定することを含む。サブフィールドの値が“０１”である場合は、ブロッ
ク７－６によって表されるように、方法は、ＭＣＳタイプが送信ビーム形成（ＴｘＢＦ）
であると決定することを含む。
【００５６】
　ブロック７－７によって表されるように、方法は、サブフィールドの値が“１０”であ
るかどうかを決定することを含む。サブフィールドの値が“１０”である場合は、ブロッ
ク７－８によって表されるように、方法は、ＭＣＳタイプがマルチユーザ（ＭＵ）ＭＩＭ
Ｏであると決定することを含む。
【００５７】
　ブロック７－９によって表されるように、方法は、サブフィールドの値が“１１”であ
るかどうかを決定することを含む。サブフィールドの値が“１１”でない場合は、ブロッ
ク７－１０によって表されるように、方法は、サブフィールドを予約された値として取り
扱うことを含む。サブフィールドの値が“１１”でない場合は、ブロック７－１１によっ
て表されるように、方法は、誤りを報告することを含む。
【００５８】
　他の実装においては、ＶＨＴ制御フィールドは、少なくとも４ビットであるインジケー
タを有するリンク適合化制御サブフィールドを含む。図７Ｂは、リンク適合化制御サブフ
ィールド７５０の４ビットをインジケータとして使用することができるリンク適合化制御
サブフィールド７５０の例を示す。リンク適合化制御サブフィールド７５０は、１ビット
を備えるＲＳＶＤフィールド７５２を含み、１ビットを備えるＭＦＳＩ＿Ｌフィールド７
５４によって後続され、４ビットを備えるＭＡＩフィールド７５６によって後続され、３
ビットを備えるＭＦＳＩ＿Ｈフィールド７５８によって後続され、７ビットを備えるＭＦ
Ｂ／ＡＳＥＬＣフィールド７６０によって後続される。インジケータを構成するリンク適
合化制御サブフィールド７５０の４ビットは、リンク適合化制御サブフィールド７５０の
第２、第７、第８及び第９のビットであることができる。示されるように、第２のビット
は、ＭＦＳＩ＿Ｌフィールド７５４であり、インジケータの第７、第８及び第９のビット
は、ＭＦＳＩ＿Ｈフィールド７５８である。４ビットインジケータの値は、ＭＣＳタイプ
、等の情報を通信するために用いることができる。例えば、一実装においては、ＭＣＳタ
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イプがＯＬ　ＭＩＭＯを備えることを示すために“１１００”のインジケータ値を用いる
ことができる。さらに、ＭＣＳタイプがオープンＴｘＢＦを備えることを示すために“１
００１”のインジケータ値を用いることができる。さらに、ＭＣＳタイプがＭＵ　ＭＩＭ
Ｏを備えることを示すために“１０１０”のインジケータ値を用いることができる。さら
に、“１０１１”乃至“１１１１”の値のうちの少なくとも一部を予約されたインジケー
タシーケンスとして利用することができ、それらのうちの１つ以上は、その他の情報を表
すためにのちに用いることができる。
【００５９】
　図８は、無線チャネルの特徴を表す少なくとも１つのパラメータの測定を要求するよう
にアクセスポイントにプロンプトする方法の実装のフローチャートであり、それは、アク
セス端末によって行うことができる。ブロック８－１によって表されるように、方法は、
更新状態を決定することを含む。ブロック８－２によって表されるように、方法は、アク
セスポイントに更新状態インジケータを送信することを含む。ブロック８－３によって表
されるように、方法は、無線チャネルの特徴を表す少なくとも１つのパラメータの測定要
求を受信することを含む。ブロック８－４によって表されるように、方法は、測定を行う
ことを含む。ブロック８－５によって表されるように、方法は、測定値を示す値を送信す
ることを含む。
【００６０】
　幾つかの態様においては、フレーム、例えばＭＡＣフレーム５００、は、“搬送される
フレーム”と呼ばれることがあり、他のフレーム内にラッピングすることができ、それは
、ここでは“ラッパーフレーム”（ｗｒａｐｐｅｒ　ｆｒａｍｅ）と呼ぶことができる。
従って、ラッパーフレームは、搬送されるフレームを備える。ラッパーフレームは、ＰＰ
ＤＵの一部として送信及び受信することができる。ラッパーフレームは、ラッパーフレー
ム及び搬送されるフレームに関する追加情報を含むこともできる。ラッパーフレームは、
タイプフィールドと、サブタイプフィールドと、制御フィールドと、搬送されるフレーム
と、を備えることができる。タイプフィールド、サブタイプフィールド、及び制御フィー
ルドの各々は、１つ以上のビットを備えることができる。それらのビットの値は、以下に
おいて説明されるようにラッパーフレーム及び制御フレームに関する情報を示すことがで
きる。
【００６１】
　タイプフィールドは、ラッパーフレームがラッパーフレーム又は他タイプのフレームで
あることを示すことができる。フレームがラッパーフレームであることをタイプフィール
ドが示す場合は、サブタイプフィールドは、ラッパーフレームが制御フレーム（搬送され
るフレーム）のためのラッパー、又は何らかのその他のタイプのフレームのためのラッパ
ーであることを示すことができる。フレームが制御フレームのためのラッパーフレームで
あることをタイプフィールド及びサブタイプフィールドが示す場合は、制御フィールドは
、搬送されるフレームがＨＴフォーマット又はＶＨＴフォーマットのいずれを用いるかを
示すことができる（例えば、ＨＴ制御フレーム又はＶＨＴ制御フレームである）。制御フ
ィールドは、予約されたサブフィールドを有することができ、搬送されるフレームのフォ
ーマットは、予約されたサブフィールドの値に基づくことができる。予約されたサブフィ
ールドは、単一のビットを備えることができる。幾つかの態様においては、予約されたサ
ブフィールドは、複数のビットを備えることができる。例えば、予約されたサブフィール
ドは、制御フィールド内の第１、第２１又は第２２のビットのうちの少なくとも１つ、及
び、制御フィールドの第２６乃至第３０のビットのうちのいずれかを備えることができる
。
【００６２】
　ラッパーフレームの受信機は、搬送されるフレームが制御フレームであるとの決定及び
搬送されるフレームのフォーマットに基づいてそれを処理することができる。特に、受信
機は、ラッパーフレームが制御フレームを搬送するラッパーフレームであると最初に決定
し、次に、制御フィールドを調べて制御フレームのフォーマットを決定する。次に、受信
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機は、決定されたフォーマットに基づいて搬送される制御フレームを処理することができ
る。
【００６３】
　搬送される制御フレームは、ＭＡＣフレーム５００と同様のフォーマットを有すること
ができる。例えば、搬送される制御フレームは、継続時間フィールド、例えば継続時間フ
ィールド５０４、アドレスフィールド、例えばアドレス１フィールド５０６、搬送される
フレーム制御フィールド、例えばＨＴ制御フィールド４０４、及びＦＣＳフィールド、例
えばＦＣＳフィールド５０８のうちの少なくとも１つを備えることができる。
【００６４】
　図９Ａは、搬送されるフレームを有するフレームラッパー内に含められた制御フィール
ドのタイプを決定する方法の実装のフローチャートである。ブロック９Ａ－１によって表
されるように、方法は、フレームラッパータイプを決定することを含む。ブロック９Ａ－
２によって表されるように、方法は、データユニットタイプがＶＨＴであるか又はＨＴで
あるかを決定することを含む。データユニットタイプがＨＴ（９Ａ－２からのＨＴ経路）
である場合は、ブロック９Ａ－３によって表されるように、ＨＴ制御フィールドが存在す
る。データユニットタイプがＶＨＴである場合は（９Ａ－２からのＶＨＴ経路）、ブロッ
ク９Ａ－４によって表されるように、ＶＨＴ制御フィールドが存在する。
【００６５】
　図９Ｂは、搬送されるフレームを有するフレームラッパー内に含められた制御フィール
ドのタイプを決定する他の方法の実装のフローチャートである。ブロック９Ｂ－１によっ
て表されるように、方法は、フレームラッパータイプを決定することを含む。ブロック９
Ｂ－２によって表されるように、方法は、ＶＨＴ制御フィールド又はＨＴ制御フィールド
のいずれが存在するかを決定するためにフレーム制御フィールドを構文解析することを含
む。制御フィールドが存在しない場合は（９Ｂ－３からのいいえ経路）、方法は、停止す
ることを含む。制御フィールドが存在する場合は、（９Ｂ－３からのはい経路）、方法は
、ブロック９Ｂ－５によって表されるように予約されたビットを構文解析することを含む
。予約されたビットが設定されていない場合は（９Ｂ－５からのいいえ経路）、ブロック
９Ｂ－６によって表されるように、方法は、制御フィールドがＨＴ制御フィールドである
と決定することを含む。他方、予約されたビットが設定されている場合は（９Ｂ－５から
のはい経路）、ブロック９Ｂ－７によって表されるように、方法は、制御フィールドがＶ
ＨＴ制御フィールドであると決定することを含む。
【００６６】
　幾つかの態様においては、第１の無線ノード、例えばＡＰ１１０、は、第２の無線ノー
ド、例えばＵＴ１２０、にチャネル状態情報（ＣＳＩ）を要求することができる。ＵＴ１
２０は、ＣＳＩでもって要求に応答することができる。
【００６７】
　図１０は、典型的なＣＳＩフィードバックプロトコル１０００を例示する。ＡＰ１１０
は、ヌルデータパケットアナウンスメント（ＮＤＰＡ）フレーム１００２を及び短いフレ
ーム間シンボル（ＳＩＦＳ）期間１００６後に続いてヌルデータパケット（ＮＤＰ）フレ
ーム１００４を１つ以上のユーザ端末１２０に対して送信することができる。ＮＤＰＡフ
レーム１００２は、計算されたＣＳＩフィードバックメッセージをＡＰ１１０に送信すべ
きであるユーザ端末１２０の関連付け識別子（Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ　Ｉｄｅｎｔｉｆ
ｉｅｒ）（ＡＩＤ）を備えることができる。
【００６８】
　ＮＤＰＡ内で識別されないユーザ端末１２０は、後続するＮＤＰＡフレーム１００４を
無視することができる。ＮＤＰフレーム１００４は、対応するＣＳＩフィードバックを計
算するために識別されたユーザ端末１２０の各々によって利用されるサウンディングフレ
ーム（ｓｏｕｎｄｉｎｇ　ｆｒａｍｅ）を備えることができる。ＮＤＰＡフレーム１００
２内の最初の記載されたユーザ端末１２０は、図１０において例示されるように、ＮＤＰ
フレーム１００４の送信後のＳＩＦＳ期間に引き続いてＣＳＩフィードバック１００８を
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送信することができる。その他の識別されたユーザ端末１２０は、互いのユーザ端末１２
０のためにＣＳＩポールメッセージ（サウンディングポールメッセージ）を利用すること
によってポーリングすることができ、及びその後にＡＰ１１０にＣＳＩフィードバックを
送信することができる。
【００６９】
　図１１は、典型的なＮＤＰＡフレーム１００２を例示する。幾つかの態様においては、
ＮＤＰＡフレーム１００２は、ＣＳＩ要求メッセージと呼ぶことができ、それは、制御フ
レームタイプであることができる。ＮＤＰＡフレーム１００２は、フレーム制御フィール
ド１１０２と、継続時間フィールド１１０４と、ＲＡブロードキャストフィールド１１０
６と、ＴＡフィールド１１０８と、ＣＳＩシーケンス（又はサウンディングシーケンス）
フィールド１１１２と、ユーザ端末（ＳＴＡ）情報フィールド１１１４と、フレーム検査
シーケンス（ＦＣＳ）フィールド１１１６と、を含む。
【００７０】
　例示される態様においては、フレーム制御フィールド１１０２は、１６ビットを備え、
継続時間フィールド１１０４は、１６ビットを備え、ＮＤＰＡフレーム１００２の長さを
含むことができる。ＲＡブロードキャストフィールド１１０６は、４８ビットを備え、複
数のＳＴＡのためのブロードキャスト／マルチキャストアドレスを備えることができる。
ＴＡフィールド１１０８は、４８ビットを備え、ＮＤＰＡフレーム１００２を送信するデ
バイスのアドレス又は識別子を備えることができる。
【００７１】
　ＣＳＩシーケンスフィールド１１１２は、８ビットを備える。ＣＳＩシーケンスフィー
ルド１１１２は、ＮＤＰＡフレーム１００２のためのシーケンス番号又はＮＤＰＡフレー
ム１００２を一意で識別するその他の記述子を備えることができる。
【００７２】
　ＳＴＡ情報フィールド１１１４の長さは、変化することができ、及び、ＣＳＩを要求す
る各ユーザ端末１２０のための情報を含むことができる。上記のように、ＦＣＳフィール
ド１１１６は、３２ビットを備え、及び巡回冗長性検査（ＣＲＣ）を決定するためのデー
タを備えることができる。
【００７３】
　ＮＤＰＡフレーム１００２内で識別され、ＮＤＰＡフレーム１００２及びＮＤＰフレー
ム１００４を受信するユーザ端末１２０は、ＣＳＩフィードバックフレーム１００８内の
ＣＳＩ情報でもって応答することができる。
【００７４】
　幾つかの態様においては、ＡＰ１１０は、使用すべき特定の変調コーディング方式（Ｍ
ＣＳ）をユーザ端末１２０へのメッセージ内で示すことによって特定のＭＣＳを用いてＣ
ＳＩを送信するように要求又は依頼することができる。ＡＰは、ユーザ端末１２０から受
信したフィードバック情報、ＭＣＳフィードバック（ＭＦＢ）、に基づいてＭＣＳを選択
することができる。ＭＦＢは、ＭＣＳ推定値（ＭＣＳが現在の環境で最良の形で用いられ
ることの推定値）を含むことができる。幾つかの態様においては、ＡＰ１１０は、ＭＦＢ
を求める要求をユーザ端末１２０に送信し、ユーザ端末１２０は、そのＭＦＢでもって応
答する。従って、ＳＴＡは、受信された要求の特徴に基づいてＭＣＳ推定値を計算する。
さらに、ＡＰ１１０は、ＭＦＢ及びそれがユーザ端末１２０に送信した要求の特徴に基づ
いて使用されるＭＣＳを決定する。
【００７５】
　幾つかの態様においては、ユーザ端末１２０は、要請されないＭＦＢをＡＰ１１０に送
信するように構成することができ、このことは、ユーザ端末１２０が、ＡＰ１１０からＭ
ＦＢを求める要求を受信せずにＭＦＢを送信することを意味する。ＡＰ１１０はＭＦＢを
予想しておらず、従って、ユーザ端末１２０がＭＦＢに関してＡＰ１１０からのいずれの
通信に基づいたものであるかを知らない。ＡＰ１１０は、通信のためのＭＣＳを適切に選
択するためにユーザ端末１２０が対象となるＭＦＢに関していずれの通信に基づいたもの
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であるかを知る必要がある。
【００７６】
　従って、ＡＰ１１０が要請されないＭＦＢを受信したときには、ＡＰ１１０は、それが
要請されないＭＦＢであると最初に決定する。ＡＰ１１０は、それが要請されないＭＦＢ
であることを示すそのＭＦＢ内のインジケータ（例えば、フィールド（例えば、ＭＦＳＩ
（ＭＣＳフィードバック（ＭＦＢ）シーケンス識別子）フィールド）に基づいてこの決定
を行うことができる。次に、ＡＰ１１０は、ＭＦＢがいずれの通信に基づいたものである
か（例えば、ＡＰ１１０がユーザ端末１２０に送信した複数の通信のうちの１つ）を決定
する。ＡＰがこの決定を行うのを援助するため、ＭＦＢは、グループＩＤ（ＧＩＤ）フィ
ールド、ビーム形成フィールドを含むこともでき、及び／又は特定のＭＣＳを用いて送信
することができる。次に、ＡＰ１１０は、ＡＰ１１０が直近においてユーザ端末１２０に
送信したいずれの通信が、ＧＩＤ、ビーム形成値、を有するか、及び／又はＭＦＢのＭＣ
Ｓに一致するそれを用いたかどうかを識別する。一致した特徴を有し、時間的に直近にお
いて送信された通信が、ＭＦＢが送信された対象となる通信として識別される。次に、Ａ
Ｐ１１０は、ＭＦＢ及び識別された通信を用いて、ユーザ端末１２０が使用するためのＭ
ＣＳを決定することができる。次に、ＡＰ１１０は、使用されるべきＭＣＳの表示をユー
ザ端末１２０に送信すること及び／又はＭＣＳを用いてデータ自体を送信することができ
る。
【００７７】
　ここにおいて用いられる場合の表現“決定すること”は、非常に様々な行動を包含する
。例えば、“決定すること”は、計算すること、演算すること、処理すること、導き出す
こと、調査すること、検索すること（例えば、テーブル、データベース又は他のデータ構
造内を検索すること）、確認すること、等を含むことができる。さらに、“決定すること
”は、受信すること（例えば、情報を受信すること）、アクセスすること（例えば、メモ
リ内のデータにアクセスすること）、等を含むことができる。さらに、“決定すること”
は、解決すること、選定すること、選択すること、確立すること、等を含むことができる
。
【００７８】
　ここにおいて用いられる場合において、項目（品目）のリストのうちの“少なくとも１
つ”という句は、単一の構成要素を含むそれらの項目（品目）のあらゆる組み合わせを意
味する。一例として、“ａ、ｂ、又はｃのうちの少なくとも１つ”は、ａ、ｂ、ｃ、ａ－
ｂ、ａ－ｃ、ｂ－ｃ、及びａ－ｂ－ｃを網羅することが意図される。
【００７９】
　上述される方法の様々な動作は、対応する機能を果たすことが可能なあらゆる適切な手
段によって実行することができる。手段は、様々なハードウェア及び／又はソフトウェア
コンポーネント、及び／又はモジュールを含み、回路、特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ
）、又はプロセッサを含むがそれらに限定されない。概して、図において例示される動作
、モジュール、又はステップが存在する場合は、それらの動作は、対応する、相対する手
段プラス機能（ｍｅａｎｓ－ｐｌｕｓ－ｆｕｎｃｔｉｏｎ）コンポーネントを有すること
ができる。例えば、ユーザ端末は、制御フィールドを有するフレームを受信するための手
段と、制御フィールドに少なくとも部分的に基づいて制御フィールドが第１のタイプを備
えるか又は第２のタイプを備えるかを決定するための手段と、決定されたタイプに基づい
て制御フィールドを処理するための手段と、を備えることができる。
【００８０】
　図１２は、本開示の幾つかの態様によるユーザ端末例１２００のブロック図を示す。ユ
ーザ端末１２００は、上述される受信するための手段の機能を果たすように構成すること
ができる受信モジュール１２０５を備える。幾つかの態様においては、受信モジュールは
、図２の受信機２５４のうちの１つ以上に対応することができる。ユーザ端末１２００は
、上述される決定するための手段の機能を果たすように構成することができる決定モジュ
ール１２１０をさらに備える。幾つかの態様においては、決定モジュールは、図２のコン
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トローラ２８０に対応することができる。ユーザ端末１２００は、上述される処理するた
めの手段の機能を果たすように構成することができる処理モジュール１２１５をさらに備
える。幾つかの態様においては、処理モジュールは、図２のコントローラ２８０に対応す
ることができる。
【００８１】
　本開示と関係させて説明される様々な例示的な論理ブロック、モジュール、及び回路は
、ここにおいて説明される機能を果たすように設計された汎用プロセッサ、デジタル信号
プロセッサ（ＤＳＰ）、特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）、フィールドプログラマブル
ゲートアレイ信号（ＦＰＧＡ）又はその他のプログラマブル論理デバイス（ＰＬＤ）、デ
ィスクリートゲートロジック、ディスクリートトランジスタロジック、ディスクリートハ
ードウェアコンポーネント、又はそれらのあらゆる組合せ、を用いて実装又は実行するこ
とができる。汎用プロセッサは、マイクロプロセッサであることができるが、代替におい
ては、プロセッサは、どのような市販のプロセッサ、コントローラ、マイクロコントロー
ラ、又はステートマシンであってもよい。プロセッサは、計算デバイスの組合せ、例えば
、ＤＳＰと、１つのマイクロプロセッサとの組合せ、複数のマイクロプロセッサとの組合
せ、ＤＳＰコアと関連する１つ以上のマイクロプロセッサとの組合せ、又はその他のあら
ゆる該構成との組合せ、として実装することもできる。
【００８２】
　１つ以上の態様においては、説明される機能は、ハードウェア、ソフトウェア、ファー
ムウェア、又はそれらの組み合わせにおいて実装することができる。ソフトウェアにおい
て実装される場合は、これらの機能は、コンピュータによって読み取り可能な媒体におい
て１つ以上の命令又はコードとして格納する又は送信することができる。コンピュータに
よって読み取り可能な媒体は、コンピュータ記憶媒体と、１箇所から他へのコンピュータ
プログラムの転送を容易にする媒体を含む通信媒体と、の両方を含む。記憶媒体は、コン
ピュータによってアクセス可能なあらゆる利用可能な媒体であることができる。一例とし
て、及び限定することなしに、該コンピュータによって読み取り可能な媒体は、ＲＡＭ、
ＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ、ＣＤ－ＲＯＭ又はその他の光学ディスク記憶装置、磁気ディスク
記憶装置又はその他の磁気記憶装置、又は、希望されるプログラムコードを命令又はデー
タ構造の形態で搬送又は格納するために用いることができ及びコンピュータによってアク
セス可能であるその他の媒体、を備えることができる。さらに、どのような接続も、コン
ピュータによって読み取り可能な媒体と適切に呼ばれる。例えば、ソフトウェアが、同軸
ケーブル、光ファイバケーブル、より対線、デジタル加入者ライン（ＤＳＬ）、又は無線
技術、例えば、赤外線、無線、及びマイクロ波、を用いてウェブサイト、サーバ、又はそ
の他の遠隔ソースから送信される場合は、該同軸ケーブル、光ファイバケーブル、より対
線、ＤＳＬ、又は無線技術、例えば赤外線、無線、及びマイクロ波、は、媒体の定義の中
に含まれる。ここにおいて用いられるときのディスク（ｄｉｓｋ及びｄｉｓｃ）は、コン
パクトディスク（ＣＤ）（ｄｉｓｃ）と、レーザディスク（ｄｉｓｃ）と、光ディスク（
ｄｉｓｃ）と、デジタルバーサタイルディスク（ＤＶＤ）（ｄｉｓｃ）と、フロッピー（
登録商標）ディスク（ｄｉｓｋ）と、ｂｌｕ－ｒａｙディスク（ｄｉｓｃ）と、を含み、
ここで、ｄｉｓｋは、通常は磁気的にデータを複製し、ｄｉｓｃは、レーザを用いて光学
的にデータを複製する。従って、幾つかの態様においては、コンピュータによって読み取
り可能な媒体は、非一時的なコンピュータによって読み取り可能な媒体（例えば、有形な
媒体）を備えることができる。さらに、幾つかの態様においては、コンピュータによって
読み取り可能な媒体は、一時的なコンピュータによって読み取り可能な媒体（例えば、信
号）を備えることができる。上記の組み合わせも、コンピュータによって読み取り可能な
媒体の適用範囲内に含められるべきである。
【００８３】
　ここにおいて開示される方法は、説明された方法を達成させるための１つ以上のステッ
プ又は行動を備える。方法のステップ及び／又は行動は、請求項の適用範囲を逸脱するこ
となしに互換することができる。換言すると、ステップ又は行動の特定の順序が明示され
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ない限り、特定のステップ及び／又は行動の順序及び／又は使用は、請求項の適用範囲を
逸脱することなしに変更することができる。
【００８４】
　説明される機能は、ハードウェア、ソフトウェア、ファームウェア、又はそれらの組み
合わせにおいて実装することができる。ソフトウェアにおいて実装される場合は、これら
の機能は、コンピュータによって読み取り可能な媒体において１つ以上の命令として格納
することができる。記憶媒体は、コンピュータによってアクセス可能なあらゆる利用可能
な媒体であることができる。一例として、及び限定することなしに、該コンピュータによ
って読み取り可能な媒体は、ＲＡＭ、ＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ、ＣＤ－ＲＯＭ又はその他の
光学ディスク記憶装置、磁気ディスク記憶装置又はその他の磁気記憶装置、又は、希望さ
れるプログラムコードを命令又はデータ構造の形態で搬送又は格納するために用いること
ができ及びコンピュータによってアクセス可能であるその他の媒体、を備えることができ
る。ここにおいて用いられるときのディスク（ｄｉｓｋ及びｄｉｓｃ）は、コンパクトデ
ィスク（ＣＤ）（ｄｉｓｃ）と、レーザディスク（ｄｉｓｃ）と、光ディスク（ｄｉｓｃ
）と、デジタルバーサタイルディスク（ＤＶＤ）（ｄｉｓｃ）と、フロッピーディスク（
ｄｉｓｋ）と、Ｂｌｕ－ｒａｙ（登録商標）ディスク（ｄｉｓｃ）と、を含み、ここで、
ｄｉｓｋは、通常は磁気的にデータを複製し、ｄｉｓｃは、レーザを用いて光学的にデー
タを複製する。
【００８５】
　従って、幾つかの態様は、ここにおいて提示された動作を実行するためのコンピュータ
プログラム製品を備えることができる。例えば、該コンピュータプログラム製品は、ここ
において説明される動作を実行するために１つ以上のプロセッサによって実行可能な命令
が格納されている（及び／又は符号化されている）コンピュータによって読み取り可能な
媒体を備えることができる。幾つかの態様の場合は、コンピュータプログラム製品は、パ
ッケージング材料を含むことができる。
【００８６】
　ソフトウェア又は命令は、送信媒体を通じて送信することもできる。例えば、ソフトウ
ェアが、同軸ケーブル、光ファイバケーブル、より対線、デジタル加入者ライン（ＤＳＬ
）、又は無線技術、例えば、赤外線、無線、及びマイクロ波、を用いてウェブサイト、サ
ーバ、又はその他の遠隔ソースから送信される場合は、該同軸ケーブル、光ファイバケー
ブル、より対線、ＤＳＬ、又は無線技術、例えば赤外線、無線、及びマイクロ波、は、送
信媒体の定義の中に含まれる。
【００８７】
　さらに、ここにおいて説明される方法及び技法を実施するためのモジュール及び／又は
その他の適切な手段は、ユーザ端末及び／又は基地局によって適宜ダウンロードすること
及び／又はその他の方法で入手することができることが評価されるべきである。例えば、
該デバイスは、ここにおいて説明される方法を実行するための手段の転送を容易にするた
めにサーバに結合することができる。代替として、ここにおいて説明される様々な方法は
、記憶手段（例えば、ＲＡＭ、ＲＯＭ、物理的記憶媒体、例えばコンパクトディスク（Ｃ
Ｄ）、フロッピーディスク、等）を介して提供することができ、このため、ユーザ端末及
び／又は基地局は、デバイスに記憶手段を結合又は提供次第様々な方法を入手することが
できる。さらに、ここにおいて説明される方法及び技法をデバイスに提供するためのあら
ゆるその他の適切な技法を利用可能である。
【００８８】
　請求項は、上記の正確な構成及びコンポーネントに限定されないことが理解されるべき
である。請求項の適用範囲を逸脱することなしに上述される方法及び装置の手はず、動作
及び詳細の様々な修正、変更及び変形を行うことができる。
【００８９】
　上記は、本開示の態様を対象とする一方で、本開示の基本的な適用範囲を逸脱すること
なしにそれのその他の及びさらなる態様を案出することができ、それらの適用範囲は、後



(23) JP 5602951 B2 2014.10.8

10

20

30

40

50

続する請求項によって決定される。
　以下に、本願出願の当初の特許請求の範囲に記載された発明を付記する。
［Ｃ１］
　制御フィールドを有する第１のフレームを受信することと、
　前記制御フィールドに少なくとも部分的に基づいて前記制御フィールドが第１のタイプ
を備えるか又は第２のタイプを備えるかを決定することと、
　前記決定されたタイプに基づいて前記制御フィールドを処理することと、を備える、無
線通信方法。
［Ｃ２］
　前記第１のフレームは、前記制御フィールドと第２のフレームとを備えるラッパーフレ
ームであり、前記決定されたタイプに基づいて前記第２のフレームを処理することをさら
に備えるＣ１に記載の方法。
［Ｃ３］
　前記制御フィールド内のビットを評価することと、前記ビットが第１の値を有する場合
は前記第２のフレームはＶＨＴ制御フレームであると決定することと、をさらに備えるＣ
２に記載の方法。
［Ｃ４］
　前記制御フィールド内のビットを評価することと、前記ビットが第１の値を有する場合
は前記第２のフレームはＨＴ制御フレームであると決定することと、をさらに備えるＣ２
に記載の方法。
［Ｃ５］
　前記制御フィールドは、継続時間フィールド、アドレスフィールド、搬送されるフレー
ム制御、又はＦＣＳフィールドのうちの少なくとも１つをさらに備えるＣ３に記載の方法
。
［Ｃ６］
　前記ラッパーフレームは、前記制御フィールドの予約されたサブフィールドに対応する
前記制御フィールドの場所内において１つ以上のビットを備えるＣ２に記載の方法。
［Ｃ７］
　前記場所は、制御フィールド内の第１、第２１又は第２２のビットのうちの少なくとも
１つと前記制御フィールド内の第２６乃至第３０のビットのうちのいずれかと、を備える
Ｃ６に記載の方法。
［Ｃ８］
　前記ラッパーフレームは、物理層プロトコルデータユニット（ＰＰＤＵ）で受信される
Ｃ６に記載の方法。
［Ｃ９］
　前記制御フィールドは、リンク適合化制御サブフィールド、予約されたサブフィールド
、ＡＣ制約サブフィールド、又はＲＤＧサブフィールドのうちの少なくとも１つを備える
ＶＨＴ制御フィールドを備えるＣ３に記載の方法。
［Ｃ１０］
　前記リンク適合化制御サブフィールドは、１６ビットを備え、前記予約されたサブフィ
ールドは、１４ビットを備え、前記ＡＣ制約サブフィールドは、１ビットを備え、前記Ｒ
ＤＧサブフィールドは、１ビットを備えるＣ９に記載の方法。
［Ｃ１１］
　前記第１のフレームは、前記制御フィールドと異なるフレーム制御サブフィールドを備
え、前記フレーム制御サブフィールドに基づいて前記第１のフレームはＶＨＴラッパーを
備えると決定することをさらに備えるＣ１に記載の方法。
［Ｃ１２］
　前記第１のフレームは、前記第１のフレームがラッパーフレームであることを示すタイ
プフィールドを備えるＣ１に記載の方法。
［Ｃ１３］
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　前記第１のフレームは、前記第１のフレームが制御フレームのためのラッパーであるこ
とを示すサブタイプフィールドを備えるＣ１に記載の方法。
［Ｃ１４］
　制御フィールドを有する第１のフレームを受信するように構成された受信機と、
　前記制御フィールドに少なくとも部分的に基づいて前記制御フィールドが第１のタイプ
を備えるか又は第２のタイプを備えるかを決定し、及び
　前記決定されたタイプに基づいて前記制御フィールドを処理するように構成された処理
システムと、を備える、無線通信のための装置。
［Ｃ１５］
　前記第１のフレームは、前記制御フィールドと第２のフレームとを備えるラッパーフレ
ームであり、前記プロセッサは、前記決定されたタイプに基づいて前記第２のフレームを
処理するようにさらに構成されるＣ１４に記載の装置。
［Ｃ１６］
　前記プロセッサは、
　前記制御フィールド内のビットを評価し、及び
　前記ビットが第１の値を有する場合は前記第２のフレームはＶＨＴ制御フレームである
と決定するようにさらに構成されるＣ１５に記載の装置。
［Ｃ１７］
　前記プロセッサは、
　前記制御フィールド内のビットを評価し、及び
　前記ビットが第１の値を有する場合は前記第２のフレームはＨＴ制御フレームであると
決定するようにさらに構成されるＣ１５に記載の装置。
［Ｃ１８］
　前記制御フィールドは、継続時間フィールド、アドレスフィールド、搬送されるフレー
ム制御、又はＦＣＳフィールドのうちの少なくとも１つをさらに備えるＣ１６に記載の装
置。
［Ｃ１９］
　前記ラッパーフレームは、前記制御フィールドの予約されたサブフィールドに対応する
前記制御フィールドの場所内において１つ以上のビットを備えるＣ１５に記載の装置。
［Ｃ２０］
　前記場所は、制御フィールド内の第１、第２１又は第２２のビットのうちの少なくとも
１つと前記制御フィールド内の第２６乃至第３０のビットのうちのいずれかと、を備える
Ｃ１９に記載の装置。
［Ｃ２１］
　前記ラッパーフレームは、物理層プロトコルデータユニット（ＰＰＤＵ）で受信される
Ｃ１９に記載の装置。
［Ｃ２２］
　前記制御フィールドは、リンク適合化制御サブフィールド、予約されたサブフィールド
、ＡＣ制約サブフィールド、又はＲＤＧサブフィールドのうちの少なくとも１つを備える
ＶＨＴ制御フィールドを備えるＣ１６に記載の装置。
［Ｃ２３］
　前記リンク適合化制御サブフィールドは、１６ビットを備え、前記予約されたサブフィ
ールドは、１４ビットを備え、前記ＡＣ制約サブフィールドは、１ビットを備え、前記Ｒ
ＤＧサブフィールドは、１ビットを備えるＣ２２に記載の装置。
［Ｃ２４］
　前記第１のフレームは、前記制御フィールドと異なるフレーム制御フィールドを備え、
前記フレーム制御フィールドに基づいて前記第１のフレームはＶＨＴラッパーを備えると
決定することをさらに備えるＣ１４に記載の装置。
［Ｃ２５］
　前記第１のフレームは、前記第１のフレームがラッパーフレームであることを示すタイ
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プフィールドを備えるＣ１４に記載の装置。
［Ｃ２６］
　前記第１のフレームは、前記第１のフレームが制御フレームのためのラッパーであるこ
とを示すサブタイプフィールドを備えるＣ１４に記載の装置。
［Ｃ２７］
　制御フィールドを有するフレームを受信するための手段と、
　前記制御フィールドに少なくとも部分的に基づいて前記制御フィールドが第１のタイプ
を備えるか又は第２のタイプを備えるかを決定するための手段と、
　前記決定されたタイプに基づいて前記制御フィールドを処理するための手段と、を備え
る、無線通信のための装置。
［Ｃ２８］
　前記第１のフレームは、前記制御フィールドと第２のフレームとを備えるラッパーフレ
ームであり、前記決定されたタイプに基づいて前記第２のフレームを処理するための手段
をさらに備えるＣ２７に記載の装置。
［Ｃ２９］
　前記制御フィールド内のビットを評価するための手段と、前記ビットが第１の値を有す
る場合は前記第２のフレームはＶＨＴ制御フレームであると決定するための手段と、をさ
らに備えるＣ２８に記載の装置。
［Ｃ３０］
　前記制御フィールド内のビットを評価するための手段と、前記ビットが第１の値を有す
る場合は前記第２のフレームはＨＴ制御フレームであると決定するための手段と、をさら
に備えるＣ２８に記載の装置。
［Ｃ３１］
　前記制御フィールドは、継続時間フィールド、アドレスフィールド、搬送されるフレー
ム制御、又はＦＣＳフィールドのうちの少なくとも１つをさらに備えるＣ２９に記載の装
置。
［Ｃ３２］
　前記ラッパーフレームは、前記制御フィールドの予約されたサブフィールドに対応する
前記制御フィールドの場所内において１つ以上のビットを備えるＣ２９に記載の装置。
［Ｃ３３］
　前記場所は、制御フィールド内の第１、第２１又は第２２のビットのうちの少なくとも
１つと前記制御フィールド内の第２６乃至第３０のビットのうちのいずれかと、を備える
Ｃ３２に記載の装置。
［Ｃ３４］
　前記ラッパーフレームは、物理層プロトコルデータユニット（ＰＰＤＵ）で受信される
Ｃ３２に記載の装置。
［Ｃ３５］
　前記制御フィールドは、リンク適合化制御サブフィールド、予約されたサブフィールド
、ＡＣ制約サブフィールド、又はＲＤＧサブフィールドのうちの少なくとも１つを備える
ＶＨＴ制御フィールドを備えるＣ２９に記載の装置。
［Ｃ３６］
　前記リンク適合化制御サブフィールドは、１６ビットを備え、前記予約されたサブフィ
ールドは、１４ビットを備え、前記ＡＣ制約サブフィールドは、１ビットを備え、前記Ｒ
ＤＧサブフィールドは、１ビットを備えるＣ３５に記載の装置。
［Ｃ３７］
　前記第１のフレームは、前記制御フィールドと異なるフレーム制御サブフィールドを備
え、前記フレーム制御サブフィールドに基づいて前記第１のフレームはＶＨＴラッパーを
備えると決定するための手段をさらに備えるＣ２７に記載の装置。
［Ｃ３８］
　前記第１のフレームは、前記第１のフレームがラッパーフレームであることを示すタイ
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［Ｃ３９］
　前記第１のフレームは、前記第１のフレームが制御フレームのためのラッパーであるこ
とを示すサブタイプフィールドを備えるＣ２７に記載の装置。
［Ｃ４０］
　実行されたときに、
　制御フィールドを有するフレームを受信し、
　前記制御フィールドに少なくとも部分的に基づいて前記制御フィールドが第１のタイプ
を備えるか又は第２のタイプを備えるかを決定し、及び
　前記決定されたタイプに基づいて前記制御フィールドを処理することを装置に行わせる
命令を備えるコンピュータによって読み取り可能な媒体を備える無線で通信するためのコ
ンピュータプログラム製品。
［Ｃ４１］
　アンテナと、
　制御フィールドを有するフレームを、前記アンテナを介して、受信するように構成され
た受信機と、
　前記制御フィールドに少なくとも部分的に基づいて前記制御フィールドが第１のタイプ
を備えるか又は第２のタイプを備えるかを決定し、及び
　前記決定されたタイプに基づいて前記制御フィールドを処理するように構成された処理
システムと、を備える、無線通信のためのユーザ端末。
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